
 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１

１７号。以下「ＰＦＩ法」という。）第７条第１項の規定により、福井県立病院立体駐車場

整備等運営事業に係る民間事業者を総合評価一般競争入札により募集、選定しますので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により、次の

とおり公告する。 
 
 平成１８年５月２５日 
                    福井県知事 西川 一誠 
 
１ 入札に付する事項 
 （１）事業名称 
    福井県立病院立体駐車場整備等運営事業 
 （２）工事場所 
    福井県福井市四ツ井２丁目地係 
 （３）事業内容 
    福井県立病院立体駐車場等の設計、建設、維持管理および運営業務を行うものと

する。 
    なお、業務を遂行するに当たり、落札者は商法（明治３２年法律第４８号）に定

める株式会社として、この業務を実施するための特別目的会社（ＳＰＣ）を設立する

ものとする。 
 （４）事業期間 
    事業契約締結の日から平成４１年３月３１日まで 
 （５）業務の仕様 
    施設要求水準書、業務要求水準書および入札説明書による。 
 （６）参考価格 
    ２，２７４，３０５，０００円（消費税、地方消費税を含む。） 
    上記金額は、県が福井県立病院立体駐車場整備等運営事業に対するサービス対価

の総額として設定している債務負担の限度額である。 

    算定根拠は公表しない。 
２ 契約条項を示す場所等 
 （１）契約に関する事務を担当する部局の名称および所在地ならびにこの入札に関する

問い合わせ先 
    〒９１０－８５２６ 
    福井県福井市四ツ井２丁目８－１ 
     福井県立病院 県立病院建設室 
     電話 ０７７６－５７－２９６５ 



 （２）入札説明書の閲覧 
   ア 閲覧期間 
     平成１８年５月２９日（月）から６月２日（金）まで（土曜日、日曜日および

休日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休

日をいう。以下同じ。）を除く。）の午前９時から午後４時まで 
   イ 閲覧場所 
   福井県立病院 県立病院建設室 
     入札説明書等（施設要求水準書、業務要求水準書、落札者決定基準、事業契約

書（案）、協定書（案）を含む。以下同じ。）の交付は行わないので、福井県およ

び福井県立病院ホームページから閲覧し、ダウンロードすること。 
 （３）入札説明書等に関する説明会および現地見学会 
    説明会を次のとおり実施する。 
    また、説明会の後、現地見学会を併せて実施する。 
    なお、説明会では入札説明書等の配布は行わない。 
   ア 日時 
         平成１８年６月２日（金）午後１時から午後３時まで 
   イ  場所 
     福井県立病院３階講堂 
   ウ  参加申込 
     説明会の参加希望者は、平成１８年５月３１日（水）までに、入札説明書等に

関する説明会参加申込書に必要事項を記入し、２（１）担当部局宛てに提出する

こと。 
 （４）現地調査 
    解体業務を伴うことから、希望者は次のとおり現地調査を行うことができる。 
   ア 日時 
         平成１８年６月５日（月）から平成１８年８月１１日（金）までの期間内にお

いて、現地調査希望者と協議の上、決定する。 
   イ  場所 
     本事業の整備対象事業範囲内において、現地調査希望者と協議の上、決定する。 
   ウ  参加申込 
     現地調査希望者は、上記期間内において、現地調査に関する申込書および現地

調査に関する誓約書に必要事項を記入し、２（１）担当部局宛てに提出すること。

県は、当該申込書等を提出した現地調査希望者に対して、実施日時および実施場

所について協議を行う。 
 （５）入札説明書等に関する質問 

   ア 受付期間 



     第１回 平成１８年６月５日（月）から６月１２日（月）午後４時まで 

     第２回 平成１８年７月１８日（火）から７月２０日（木）午後４時まで 

   イ 提出方法 

     質問の内容を明確かつ簡潔にまとめ、入札説明書等に関する質問書に記入の上、

質問の対象となる資料名（入札説明書等）のファイル名を付けた、ウィルス対策

のなされた電子ファイル（ファイル形式はＭｉｃｒｏｓｏｆｔＥｘｃｅｌとす

る。）を、電子メールでの当該ファイル添付もしくは、フロッピーディスクの郵送

（印刷物も添付）により提出すること。 

     なお、提出されたフロッピーディスクは返却しない。 

     また、受付期間内に未着の場合には、質問がなかったものとみなす。 

   ウ 提出場所 

     ２（１）担当部局に同じ。 

 （６）入札説明書等に関する質問に対する回答 

    質問に対する回答は、質問者の特殊な技術、ノウハウ等に係り、質問者の権利、

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを除き公表する。 

   ア 公表方法 

     福井県および福井県立病院ホームページにより公表する。 

   イ 公表期限 

     第１回 平成１８年７月３日（月）までに公表する。 

     第２回 平成１８年８月７日（月）までに公表する。 

３ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

 （１）応募者の構成等 
    応募者の構成等については、次のとおりとする。 

   ア 応募者は、単独企業（以下「応募企業」という。）または複数の企業で構成され

るグループ（以下「応募グループ」という。）とする。 

     なお、応募者は、安定的かつ健全な財務能力を有している者であること。 

   イ 応募者は、落札後、速やかに特別目的会社（ＳＰＣ）を設立すること。 

   ウ 応募グループの場合、構成企業および協力企業を定めるものとし、それぞれの

定義は、次のとおりとする。 

     構成企業は、イに示すＳＰＣに対して出資する者とする。 

     協力企業は、ＳＰＣに対して出資は行わない者であり、ＳＰＣが直接業務を委

託し、または請負わせることを予定する者とする。 

     なお、応募企業の場合、当該応募企業の要件については、以下、応募グループ

における構成企業と同様とする。 

   エ 応募グループの場合、構成企業の中から代表企業を定めること。 

     なお、代表企業の出資比率は、全出資者中で 大となること。 



   オ 参加表明書には、構成企業を全て明記すること。 

     また、協力企業の場合は、そのうち判明している者について明記すること。 

     ただし、設計にあたる者、建設にあたる者、維持管理および運営にあたる者で

協力企業となる者は、必ず参加表明書へ明記すること。 

   カ 応募者の構成企業および協力企業の変更は、県が承認した場合を除き、原則と

して認めない。 

     ただし、代表企業についての変更は認めない。 

   キ 応募者の構成企業および協力企業は、他の応募者の構成企業または協力企業に

なることはできない。 

 （２）各業務にあたる者の資格等要件 

    応募者のうち、本事業に関する設計、建設、維持管理および運営の各業務にあた

る者は、本事業を円滑に遂行可能な者とし、次の資格要件を満たしていなければなら

ない。 

   ア 設計にあたる者の資格要件 

    （ア）建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築

士事務所の登録を行っていること。 

    （イ）参加表明書の提出期限日において、福井県競争入札参加資格名簿における

委託業種が建築設計で登録されていること。 

    （ウ）平成８年４月 1 日以降に、自走式立体駐車場または２階建て以上で延べ床

面積７，０００㎡以上の一般建築物（木造を除く）の設計実績があること。 

    （エ）設計業務を複数の者で実施する場合には、その全ての者が、（ア）および（イ）

の要件を満たすこととし、（ウ）の要件は少なくとも１者が満たすこと。 

    （オ）３（２）イ建設にあたる者の資格要件を満たした建設にあたる者が、設計

にあたる者を兼ねる場合は、（ア）、（ウ）および（エ）の要件を満たすこと。 

    （カ）設計にあたる者は、必ずしもＳＰＣに対する出資を必要としない。（協力企

業としての応募グループへの参加が可能である。） 

   イ 建設にあたる者の資格要件 

    （ア）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定により建設工

事業に係る特定建設業の許可を受けた者であること。 

    （イ）参加表明書の提出期限日において、福井県競争入札参加資格名簿における

建設業種が建築一式工事で、Ａ等級の資格で登録されていること。 

    （ウ）平成８年４月１日以降に、自走式立体駐車場または２階建て以上で延べ床

面積７，０００㎡以上の一般建築物（木造を除く）の建設実績があること。 

    （エ）建設業務を複数の者で実施する場合には、その全ての者が、（ア）および（イ）

の要件を満たすこととし、（ウ）の要件は少なくとも１者が満たすこと。 

    （オ）（ア）から（ウ）の全てを満たす、少なくとも１者がＳＰＣに対する出資を



行うこと。（構成企業となること。） 

   ウ 維持管理および運営にあたる者の資格要件 

    （ア）参加表明書の提出期限日において、福井県競争入札参加資格者名簿（物品

等）における業種が、中分類で建物等警備または保守管理で登録されている

こと。 

    （イ）平成８年４月１日以降に、自走式立体駐車場または２階建て以上で延べ床

面積５，０００㎡以上の一般建築物（木造を除く）の維持管理実績があること。 

    （ウ）維持管理および運営業務を複数の者で実施する場合には、その全ての者が、

（ア）の要件を満たすこととし、（イ）の要件は少なくとも１者が満たすこと。 

    （エ）（ア）から（ウ）の全てを満たす、少なくとも１者がＳＰＣに対する出資を

行うこと。（構成企業となること。） 

 （３）応募者の制限 

    次に該当する者は、応募者の応募企業または構成企業および協力企業になれない

ものとする。 

   ア 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者。 

   イ 福井県工事等契約に係る指名停止等の措置要領および物品購入等の契約に係る

指名停止等の措置要領に基づく指名停止措置または指名除外措置を受けている者。 

     参加資格確認に必要な書類の提出期限日から落札者の選定が終了するまでの期

間に、福井県により指名停止または指名除外措置を受けている者。 

   ウ 会社更生法（平成１４年１２月１３日法律第１５４号）に基づく更生手続き開

始の申立て（同法附則第２条の規定により、なお、従前の例によることとされる更

生事件にかかる同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２条）に基

づく更生手続き開始の申し立てを含む。）をしている者、または民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）に基づき再生手続きの開始の申立その他類似の倒産手続き

を開始している者。 

   エ 近１年間の法人税、消費税、法人事業税を滞納している者。 

   オ 本事業の業務に関わっている次の者（以下「受託者等」という。）またはこれら

の者と資本面もしくは人事面において関連がある者。 

     パシフィックコンサルタンツ株式会社 

     日比谷パーク法律事務所 

     なお、資本面もしくは人事面において関連がある者とは、次の者をいい、以下

同様とする。 

    （ア）資本面における関連 

       当該受託者等が発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、ま

たはその出資の総額の１００分の５０を超える出資をしている者。 

    （イ）人事面における関連 



       当該受託者等が代表権を有する役員を兼ねている者。 

   カ 審査委員会の委員が属する企業またはその企業と資本面もしくは人事面におい

て関連がある者。 

４ 参加表明書および参加資格確認申請書等の受付 

 （１）参加資格確認基準日 

    参加資格確認基準日は参加表明書の提出期限日とする。 

 （２）参加表明書および参加資格確認申請書等の受付 

    応募者は、次のとおり、入札参加資格についてあらかじめ県に申請し、確認を受

けること。 

   ア 受付期間 

     平成１８年７月３日（月）から７月７日（金）まで（土曜日、日曜日および休

日を除く。）の午前９時から午後４時まで 
   イ 提出方法 

     書類は持参して提出するものとし、郵送、電報および電送による提出は認めな

い。 

   ウ 提出場所 

     ２（１）担当部局に同じ。 

   エ 提出書類 

     提出書類は次の（ア）から（オ）とする。 

     提出部数は、各１部とする。 

     なお、（イ）および（ウ）は応募グループの場合のみ提出すること。 

    （ア）参加表明書 

    （イ）応募グループ構成企業および協力企業一覧表 

 （ウ）委任状 

    （エ）参加資格確認申請書および添付資料 

       添付資料は、次の書類を含む。 

       設計にあたる者の業務実績 

       建設にあたる者の業務実績 

       維持管理および運営にあたる者の業務実績 

    （オ）添付書類提出確認書 

 （３）第一次審査結果の通知 

    第一次審査の結果は、参加資格確認申請を行った者に対して、書面により平成１

８年７月１４日（金）までに通知する。 

    なお、応募グループの場合は、グループの代表企業の代表者に通知する。 

    また、併せて登録受付番号を通知する。 

 （４）参加資格がないと認められた場合の理由の説明受付 



    参加する資格がないと認められた者は、その理由について、書面により次のとお

り説明を求めることができる。 

   ア 提出日時 

     平成１８年７月１８日（火）から ７月２１日（金）まで（土曜日、日曜日お

よび休日を除く。）の午前９時から午後４時まで 
   イ 提出方法 

     説明要求の書面を持参して提出するものとし、郵送、電報および電送による請

求は認めない。 

   ウ 提出場所  

     ２（１）担当部局に同じ。 

   エ 回答方法 

     県は、平成１８年７月２６日（水）までに説明を求めた者に対して、書面によ

り回答を行う。 

 （５）入札の辞退 

    参加資格確認通知書を受けた応募者が入札を辞退する場合は、入札辞退書を県に

持参または郵送（配達記録郵便に限る）により提出すること。 

    なお、入札を辞退した者が、これを理由として、以後の競争入札において、不利

益な取り扱いを受けるものではない。 

５ 入札の日時および場所ならびに入札書の提出に関する事項 

  参加資格確認通知書を受けた応募者は、次のとおり入札提出書類を提出すること。 

 （１）提出日時 

   ア 持参 

     平成１８年８月２３日（水）から８月２９日（火）まで（土曜日、日曜日およ

び休日を除く。）の正午まで 
   イ 郵送  

     平成１８年８月２３日（水）から８月２８日（月）午後４時まで（必着） 

 （２）提出方法 

    入札提出書類のうち入札書は、入札日時に必ず持参して提出するものとし、郵送、

電報および電送による提出は認めない。 

    なお、入札書の提出は、５（９）ウ入札方法等に留意すること。 

    入札書を除く他の全ての入札提出書類は、持参または郵送により提出するものと

し、電報および電送による提出は認めない。 

    なお、郵送により提出する場合には、配達記録郵便とすること。 

 （３）提出場所 

    ２（１）担当部局に同じ。 

 （４）提出書類 



    入札提出書類は、次のアからクとする。 

    提出部数は、アからオおよびキについては各１部、カおよびクについては各正本

１部、副本１２部とする。 

    なお、ウは代理人が入札する場合のみ提出すること。 

   ア 入札提出書類提出届 

   イ 提出書類確認書 

   ウ 委任状 

   エ 入札書 

   オ 施設要求水準および業務要求水準に関する誓約書 

   カ 基礎審査項目自主確認書 

   キ 事業実施体制 

   ク 入札提案書 

 （５）入札提出書類の取扱い 

   ア 著作権 

     入札提出書類に含まれる著作物の著作権は応募者に帰属するものとし、県に帰

属しないが、公表、展示、その他県がこの事業に関し必要と認める用途に用いる

場合は、県はこれを無償で使用できるものとする。 

     また、契約に至らなかった応募者の提案書については返却しない。 

   イ 特許権等 

     提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に

基づいて保護される第三者の権利となっている工事材料、施工方法、維持管理お

よび運営方法等を使用したことに起因する責任は、提案を行った応募者が負うも

のとする。 

 （６）県からの提示資料の取扱い 

    県が提供する資料は、応募に際しての検討以外の目的で使用することはできない。 

 （７）応募者の複数提案の禁止 

    応募者は、1つの提案しか行うことができない。 

 （８）入札提出書類の変更等の禁止 

    入札提出書類の変更、差し替えまたは再提出は認めない。 

 （９）入札 

   ア 日時 

     平成１８年８月２９日（火）午後２時 

   イ 場所 

     福井県立病院５階大会議室 

   ウ 入札方法等 

   （ア）入札書は封筒に入れ密封し、持参すること。 



    （イ）入札書に記載される入札価格は消費税および地方消費税を控除した金額と

する。 

    （ウ）応募に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年５月２０日

法律第５１号）に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 

    （エ）入札時間に遅れたときは、入札に参加できない。 

    （オ）入札時には身分を証明できるもの（社員証、運転免許証等）を持参するこ

と。グループで参加する場合は代表企業の代表者のみが参加すること。 

       なお、代理人の場合には、委任状を併せて持参すること。 

    （カ）入札にあたっては、私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律（昭

和２２年法律第５４号）に抵触する行為を行ってはならない。 

       また、公正に入札を執行できないと認められる場合、またはその恐れがあ

る場合は、当該入札者を入札に参加させず、または入札の執行を延期し、も

しくは取りやめることがある。 

       なお、後日、不正な行為が判明した場合には、契約の解除等の措置をとる

ことがある。 

    （キ）開札をした場合において、入札価格が予定価格の範囲に達した入札がない

ときにおいても、再度の入札は行わない。 

    （ク）開札においては、入札価格が予定価格の範囲内であるかの確認を行い、予

定価格の範囲内の入札書を提出した者を発表する。 

       予定価格の範囲内の入札書を提出した者のみ、その後の 優秀提案者選定

の対象となる。 

６ 入札の無効に関する事項 

   次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

 （１）入札参加資格の確認基準日以降入札日までに、不渡手形または不渡小切手を出し

た構成企業を抱える応募者が行った入札。 

 （２）参加表明書に記載された応募グループの代表者もしくは委任状を持参した代理人

以外の者が行った入札。 

 （３）参加資格のないもの、または参加資格確認通知書を受理しなかった者の入札。 

 （４）入札者またはその代理人が２通以上の入札書を提出した入札。 

 （５）２人以上の者の代理をした者のした入札。 

 （６）２人以上の者が同一の者の代理をした入札。 

 （７）入札者が他の入札者の代理をした入札。 

 （８）入札者が連合した入札。 

 （９）記名押印を欠いた入札。 

（１０）入札価格を訂正した入札。 

（１１）入札価格または特定事業名（物件工事名）を欠いた、または確認しがたい入札。 



（１２）誤字または脱字により意思表示が不明確な入札。 

（１３）電送および電話による入札。 

（１４）選定に対する不当な要求をした応募者が行った入札。 

（１５）審査委員会に個別に接触した応募者が行った入札。 

（１６）その他入札に関する条件に違反した、または執行者の指示に従わなかった者の入

札。 

（１７）その他福井県財務規則第１５１条の規定に該当する入札。 

７ 応募に際しての留意事項 

 （１）費用負担 

    応募に関して必要な費用は、すべて応募者の負担とする。 

 （２）入札保証金 

    入札保証金は、免除する。 

 （３）契約保証金 

    契約の履行を確保するため、次のいずれかの保証を行うこと。 

    契約保証金の額、保証金額または保険金額は、施設整備費相当額（消費税相当額

を含む）の１０分の１以上とし、当該保証金は整備施設の引渡完了が確認された後に

還付される。 

    なお、次のほか、契約保証金の納付等に関し、選定事業者は、福井県財務規則（昭

和３９年福井県規則第１１号）の定めるところに従うものとする。 
   ア 契約保証金を納付する場合 
   （ア）契約保証金の納付 
   イ 契約保証金の納付に代える場合（契約保証金に代わる担保の提供） 
   （ア）国債、地方債 
   （イ）政府の保証のある債券 
   （ウ）県が確実と認める金融機関が振り出し、または支払保証をした小切手 
   （エ）県が確実と認める社債（無記名のものに限る。） 
      ただし、この場合における担保価値は、国債および地方債については額面金

額、小切手については小切手金額、その他のものについては市場価格の８０％

に相当する金額とする。 
   ウ 契約保証金を免除する場合 
   （ア）選定事業者が保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結

し、当該保険証券を本契約締結時に提供したとき。 
   （イ）選定事業者が保険会社および選定事業者から委託を受けた銀行、農林中央金

庫その他予算決算および会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１００条の３

第２号の財務大臣の指定する金融機関との間に県を債権者とする工事履行保証

契約を締結し、当該保証証券を本契約締結時に提供したとき。 



８ 審査および選定に関する事項 

 （１）審査および選定 

    審査は、第一次審査と第二次審査の二段階に分けて実施する。 

    なお、詳細は落札者決定基準による。 

 （２）審査委員会 

    優秀提案者の選定において、公正性および透明性を確保することを目的に、学

識経験者、県職員等で構成される審査委員会を設置する。 

 （３）落札者の決定 

   ア 決定結果の公表 

    落札者の決定を行った場合には、その結果を速やかに福井県および福井県立病院

ホームページにより公表する。 

     なお、ＰＦＩ法第８条に規定する客観的評価については、落札者と基本協定を

締結後に公表する。 

   イ 落札者を決定しない場合 

     落札者の決定において、 終的に、応募が無い、あるいは、いずれの応募者も

公的財政負担の縮減の達成が見込めない等の理由により、本事業をＰＦＩ事業と

して実施することが適当でないと判断された場合には、落札者を決定せず、特定

事業の選定を取り消すこととし、この旨を速やかに公表する。 

 （４）基本協定の締結 

    落札者は、落札者決定後５日以内に県を相手方として、基本協定書（案）に基づ

き、基本協定を締結するものとする。 

    なお、落札者が基本協定を締結しない場合は、県は違約金として落札金額の１０

０分の１０に相当する金額を請求することがある。 

９ 契約の手続きに関する事項 

 （１）特別目的会社（ＳＰＣ）の設立 

    落札者は、事業契約の締結前までに、商法（明治３２年３月９日法律第４８号）

に定める株式会社として、本事業の実施を目的とする特別目的会社（ＳＰＣ）を福井

県内に設立するものとする。 

    なお、ＳＰＣは本事業以外の事業を兼業することはできない。 

    応募者の構成企業は、当該会社に対して出資するものとする。その出資比率の合

計は、全体の５０％を超えるものとする。 

    また、応募者中、その代表企業の出資比率は構成企業中 大とすること。 

    会社法が施行された場合においても、ＳＰＣは株式会社とし、１，０００万円以

上の資本金とすること。 

 （２）事業契約書の作成 

    事業契約書（案）により、事業契約書を作成するものとする。 



 （３）手続きにおける交渉の有無 

    無 

 （４）事業契約の締結 
    県は選定事業者と事業契約を締結する。 

    契約締結にあたっては、次の点に留意すること。 

   ア 事業契約締結にあたっては、落札者の入札価格および入札説明書等に示した契

約内容について、変更できない。 

   イ 事業契約締結にかかる選定事業者側の弁護士費用、印紙代等は、選定事業者の

負担とする。 

   ウ 落札後、事業契約締結までの間に、落札者（グループで入札する場合は構成企

業全者）において、地方自治法施行令第１６７条の４もしくは第１６７条の１１

の規定に基づく、入札参加資格の制限、または福井県工事等契約に係る指名停止

等の措置要領および物品購入等の契約に係る指名停止等の措置要領に基づく指名

停止措置または指名除外措置を受けた場合には、事業契約を締結しないこととす

る。 

   エ 選定事業者が事業契約を締結しない場合、県は違約金として落札金額の１００

分の１０に相当する金額を請求することがある。 

     また、その場合、県は落札金額の範囲内で、審査の得点の高い応募者から順に

契約交渉を行うことがある。 

１０ 選定事業者の権利義務に関する制限 

  （１）選定事業者の事業契約上の地位の譲渡等 

     県による事前の承諾がある場合を除き、選定事業者は事業契約上の地位および

権利義務を譲渡、担保提供その他の方法により処分してはならない。 

  （２）ＳＰＣの株式の譲渡、担保提供等 

     ＳＰＣの株主は、原則として事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を保有する

ものとし、県の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定

その他一切の処分を行ってはならず、県がＳＰＣの株式に担保権の設定を行う場

合には、これに協力しなければならない。 

  （３）債権の譲渡 

     選定事業者は、県に対して有する施設の設計、建設ならびに維持管理、運営そ

の他の業務の提供に係る債権につき、県の承諾なしに譲渡することはできない。 

  （４）債権への質権設定および債権の担保提供 

     選定事業者は、県に対して有する施設の設計、建設ならびに維持管理、運営そ

の他の業務の提供に係る債権に対する質権の設定およびこれの担保提供は、県の

承諾なしに行うことはできない。 

１１ 県と選定事業者の責任分担 



  （１）基本的考え方 

     本事業における責任分担の考え方は、県と選定事業者が適正にリスクを分担す

ることにより、より低廉で質の高いサービスの提供を目指すものとする。本施設

の設計、建設、維持管理、運営の責任は、選定事業者が担う業務の範囲において、

原則として選定事業者が負うものとする。 

     ただし、県が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、県が責任を

負うこととする。 

  （２）予想されるリスクと責任分担 

     県と選定事業者の責任分担は、事業契約書（案）によることとし、応募者は負

担すべきリスクを想定した上で提案を行うものとする。リスク分担の程度や具体

の内容について、事業契約書（案）に示されていない場合は、落札者と県の協議

により定めるものとする。 

１２ 選定事業者が付保すべき保険 

   選定事業者（選定事業者と業務委託契約を締結する業務担当企業を含む）は、次の

保険に加入すること。 

   その他、リスク対応のために必要である場合は、提案により加入するものとする。 

  （１）建設期間（工事着工から引渡予定日） 

     建設工事保険 

     第三者賠償責任保険 

  （２）維持管理、運営期間 

     施設所有管理者賠償責任保険 

     自動車管理者賠償責任保険 

     普通火災保険 

１３ その他 

   この公告に掲げるもののほか、この入札に関して必要な事項は入札説明書等による。 

 


